
○○法人○○外国人留学生奨学金等貸付規程（参考例）
　（目的）
第１条　この規程は、介護福祉士資格の取得を目指す意欲ある留学生の修学期間中の支援を図り、将来当該留学生を介護の専門職として雇用することを目的とする。
　

　（実施主体）
第２条　本事業は、○○法人○○が行う。
（事業概要）
第３条　本事業は、法人の代表者（以下「貸付者」という。）と貸付対象者との契約により行い、貸付対象者、貸付期間、貸付額及び利子は次のとおりとする。
一　貸付対象者は、福岡県内の介護福祉士養成施設に在学する外国人留学生とする。
二　貸付期間は、介護福祉士養成施設の正規の修学期間を上限とする。ただし、次の事由により留年した期間中については、貸付期間に含めるものとする。
　イ　病気等の真にやむを得ないと貸付者が認める事由により留年したとき。
　ロ　災害等による被災により留年したとき。
　ハ　ボランティア活動等の貸付者が認める事由により留年したとき。
　二　その他貸付者が相当な理由があり留年したと認めるとき。
三　貸付額は　　　　　　　　　　　　　　　　　　円とする。
イ　学費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
ロ　入学準備金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
ハ　就職準備金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
二　国家試験受験対策費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

ホ　生活費（民間賃貸住宅の家賃、食費・光熱費等）　　　　　　　　円
２　利子は、無利子とする。
　（貸付契約の解除及び貸付けの休止）
第４条　貸付者は、貸付契約の相手方が奨学金等貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認められるに至った場合は、その契約を解除するものとする。
２　貸付者は、貸付契約の相手方が奨学金等の貸付期間中に貸付契約の解除を申し出た場合は、その契約を解除するものとする。
３　貸付者は、貸付契約の相手方が休学した場合は、休学期間は交付対象期間から除くものとし、貸付金は支給しない。なお、前条の事由により留年した期間中については交付対象期間に含める。
（返還債務の当然免除）
第５条　貸付者は、貸付契約の相手方が次に掲げるいずれかに該当するに至ったときは、貸付額に係る返還の債務を免除するものとする。

一　介護福祉士養成施設を卒業した日から１年以内に介護福祉士の登録を行い、当法人内の事業所において○年の間、引き続き業務に従事したとき。
ただし、法人における人事異動等により、貸付対象者の意思によらず、県の区域外において返還免除対象業務に従事した期間については、返還免除対象期間に含める。
また、返還免除対象業務に従事後、他種の養成施設等における修学、災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により返還免除対象業務に従事できない期間が生じた場合は、返還免除対象期間には算入しないものとするが、引き続き、返還免除対象業務に従事しているものとして取り扱うこととする。
二　返還免除対象期間中に、業務上の事由により死亡し、又は業務に起因する心身の故障のため返還免除対象業務に継続して従事することができなくなったとき。

２　前項及び第９条の規定により介護業務等に従事した期間を計算する場合においては、月数によるものとし、介護業務等に従事することとなった日の属する月及び介護業務等に従事しなくなった日の属する月を算入するものとする。ただし、当該期間中に休職又は停職により介護業務等に従事しない期間があるときは、これらの期間の開始の日の属する月からこれらの期間の終了の日の属する月までの月数を除くものとする。
　（返還）
第６条　本事業による貸付けを受けた者が、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に規定する事由が生じた日の属する月の翌月から起算して貸付けを受けた期間の２倍に相当する期間（経済状況等やむを得ない事由により当該期間の範囲内での返還が困難であると貸付者が認めた場合は、貸付けを受けた期間の４倍に相当する期間）の範囲内に返還しなければならない。
ただし、当該貸付けについて、福岡県外国人留学生奨学金等支援事業費補助金の交付を受けている場合は、その交付額に相当する額について返還の債務を免除するものとする。
　一　貸付契約が解除されたとき。
　二　介護福祉士養成施設を卒業した日から１年以内に介護福祉士として登録せず、又は県内において前条の返還免除対象業務に従事しなかったとき。
　三　県内において前条の返還免除対象業務に従事する意思がなくなったとき。
　四　業務外の事由により死亡し、又は心身の故障により業務に従事できなくなったとき。
２　前項に規定する返還期間により難い場合には、貸付者は、個別の事例ごとに状況を考慮した上で、さらに長期の返還期間を設定することができる。　
（一時償還）
第７条　貸付者は、本事業による貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、履行期限の到来していない返還の債務の額の全部又は一部につき、一時償還を請求することができる。
　一　貸付金を貸付けの目的以外の目的に使用したとき。
　二　償還金の支払を怠ったとき。
　三　虚偽の申請その他不正の手段により貸付けを受けたとき。
　四　前各号に掲げる場合のほか、この貸付規程に違反し、又は貸付者の指示に従わなかったとき。
　（返還債務の履行猶予）
第８条　貸付者は、本事業による貸付けを受けた者が、貸付契約を解除された後も引き続き貸付決定時に在学していた介護福祉士養成施設に在学している場合には、当該事由が継続する期間、貸付額に係る返還の債務の履行を猶予するものとする。

２　貸付者は、本事業による貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に掲げる事由が継続している期間、履行期限の到来していない貸付額に係る返還の債務の履行を猶予できるものとする。
　一　県内において第５条の返還免除対象業務に従事しているとき。
　二　災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由があるとき。
　（返還債務の裁量免除）
第９条　貸付者は、本事業による貸付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、貸付額（既に返還を受けた金額を除く。）に係る返還の債務を当該各号に定める範囲内において免除できるものとする。
　一　死亡し、又は障害により貸付額を返還することができなくなったとき
　　　返還の債務の額（既に返還を受けた金額を除く。以下同じ。）の全部又は一部
　二　長期間所在不明となっている場合等、貸付額を返還させることが困難であると認められる場合であって、履行期限到来後に返還を請求した最初の日から５年以上経過したとき
　　　返還の債務の額の全部又は一部
　三　県内において本事業による貸付けを受けた期間以上、第５条の返還免除対象業務に従事したとき
　　　返還の債務の額の一部
　（会計経理）
第１０条　貸付者は、本事業の会計経理及び会計区分を明確にしておくものとする。

　（貸付の申請手続）
第１１条　奨学金等の貸付けを申請しようとする者は、貸付申請書を貸付者に提出するものとする。
　（選考）
第１２条　貸付者は、申請者の選考を前条の規定により提出された書類の審査によって行うものとする。
　（貸付決定の通知）

第１３条　貸付者は、申請者に対して奨学金等を貸し付ける旨を決定したときは、申請者に対し通知するものとする。

２　貸付者は、申請者に対して奨学金等を貸し付けない旨を決定したときは、前項に準じて申請者に対し通知するものとする。
　（貸付契約の締結）
第１４条　貸付者は、申請者と外国人留学生奨学金等貸借契約書（別紙）により貸付契約を締結するものとする。
　（返還方法等）
第１５条　奨学金等の返還は、貸付者が発行する請求書をもって行うものとする。
　（返還債務の履行猶予の申請手続）
第１６条　第８条の規定による奨学金の返還債務の履行猶予を受けようとする者は、申請書に猶予を受けようとする理由を証することができる書類を添えて貸付者に提出しなければならない。
２　貸付者は、前項の申請書を審査し、奨学金等の返還債務の履行猶予を決定したときは、申請者に通知するものとする。

３　貸付者は、第１項の申請書を審査し、奨学金等の返還債務の履行猶予を認めない旨を決定したときは、第２項に準じて申請者に通知するものとする。

　（返還債務の当然免除の届出手続）
第１７条　留学生は、第５条各号のいずれかに該当することとなったときは、届出書及び当該事実が発生したことを証明できる書類を添えて貸付者に届け出なければならない。
２　貸付者は、前項の届出書を受理し、奨学金の返還債務を免除するときは、申請者に通知するものとする。

３　貸付者は、第１項の届出書を受理し、奨学金等の返還債務免除を認めない旨を決定したときは、第２項に準じて申請者に通知するものとする。
　（返還債務の裁量免除の申請手続）
第１８条　第９条の規定による奨学金等の返還債務の免除を受けようとする者は、申請書及び免除を受けようとする理由を証明することができる書類を添えて貸付者に提出しなければならない。
２　貸付者は、前項の申請書を審査し、奨学金等の返還債務の免除を決定したときは、申請者に通知するものとする。

３　貸付者は、第１項の申請書を受理し、奨学金等の返還債務免除を認めない旨を決定したときは、第２項に準じて申請者に通知するものとする。
　（届出）
第１９条　留学生は、次の各号に該当するときは、その事実が発生した日から起算して１５日以内にその旨を貸付者に届け出なければならない。
一　住所又は氏名を変更したとき。
二　退学、休学、復学、転科若しくは卒業したとき又は停学の処分を受けたとき。
三　奨学金の貸与を辞退するとき。
四　県内において介護業務等に従事したとき。
五　介護業務等に従事した後、業務従事先を変更したとき。
六　介護業務等に従事中、休職、復職、停職となったとき。
七　県内において介護業務等に従事しなくなったとき。
２　留学生は、奨学金の返還が終了し、又は減免されるまでの間は、毎年４月１日現在の現況届をその年の４月１５日までに貸付者に提出しなければならない。
　（補則）
第２０条　この規程に定めるもののほか、必要な事項については、別に定める。
附　則

この規程は、令和　　年　　月　　日から施行する。
